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倉庫火災発生時の消防活動に関する留意事項について 

 

 

 最近、大規模な倉庫火災現場（愛知県及び兵庫県）において、倉庫内での急激な火炎

の拡大により、消防隊員や関係者が死傷する事案が発生しています。火災の原因等の詳

細については現在調査中ではありますが、このような事故を防止するため、倉庫火災に

あっては、その構造や収容物によって急激に火炎が拡大する恐れがあることを前提に消

防活動を実施する必要があります。 

 倉庫火災における基本的な留意事項として、延焼範囲及び収容物の状況等の情報収集

を優先して行うこと、延焼範囲及び収容物の状況等が確認されるまでは隊員の内部進入

を統制すること、倉庫内部への進入は指揮者の統括下で組織的に行うことなどが、消防

活動上重要であります。 

現場活動における安全管理については、これまで「安全管理体制の整備について」（昭

和５８年７月２６日付消防消第９０号消防課長通知）及び「警防活動時等における安全

管理マニュアルについて」（昭和５９年８月８日付消防消第１３２号消防課長通知）に

基づき、安全管理体制の推進及び事故防止の徹底を図っていただいているところですが、

このような事故が発生しないよう安全管理体制の再点検、安全管理マニュアルの徹底等

について万全の措置を講じる必要があります。 

 つきましては、上記事項等に留意し、安全管理体制の一層の徹底を図り、事故防止に

努めるよう貴都道府県内の市町村（消防事務を処理する一部事務組合及び広域連合を含

む。）及び消防本部に対し、周知していただきますようお願いいたします。 

 なお、本通知は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３７条の規定に基づく

技術的助言として発出するものであることを申し添えます。 
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